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新たな総合計画策定にかかる参考資料 

 

１．本市の人口動態 

（１）人口等の推移と見通し 

〇人口は２０００年（平成１２年）をピークに微減。 

〇世帯数は増加傾向。 

 

 

（２）年齢階層別構成比の推移と見通し 

〇全国より早いスピードで高齢化が進む。 
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（３）出生数・死亡数（自然増減）、合計特殊出生率の推移 

〇２０００（平成１２）年頃までは、出生数・死亡数とも緩やかに増加。 
毎年、出生数が死亡数を上回る自然増の傾向。 

〇出生数は、２００２（平成１４）年の７４１人をピーク。 
〇出生数減少・死亡数増加により、２００５（平成１７）年に自然減に 
 転じて以降、その傾向が継続。 
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※名張市統計書より（各年 1 月 1 日～12 月 31 日） 

＜出生数・死亡数の推移 
（単位：人） 

近年最小値 486 人 

2005(H17)年以降自然減の継

全国  

三重県  

名張市  

＜全国・三重県・名張市の合計特殊出生率（★）の推移＞   

（単位：人） 
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  H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

全国 1.36 1.33 1.32 1.29 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43 

三重県 1.48 1.38 1.40 1.35 1.34 1.36 1.35 1.37 1.38 1.40 1.51 1.47 1.47 1.48 

名張市 1.25 1.29 1.37 1.31 1.25 1.21 1.22 1.17 1.31 1.37 1.40 1.38 1.48 1.56 
              

 

 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3       

全国 1.42 1.45 1.44 1.43 1.42 1.36 1.33 1.30       

三重県 1.45 1.56 1.51 1.49 1.54 1.47 1.42 -       

名張市 1.45 1.45 1.43 1.47 1.35 1.36 1.24 -       
 

 

 

（４）転入・転出状況 

  〇大規模住宅地開発に伴い、１９７０(昭和４５)年～２０００（平成 

１２）年に転入者の増加（人口増加）。 

   〇１９９０（平成２）年には６,３２３人の転入者があり、転出者を差 

し引いた社会増減で、大幅な転入超過。 

   〇２００１（平成１３）年の２２４人の転出超過（転入者数３,００２人 

－転出者数３,２２６人）に転じて以降、その傾向が継続。 

    但し、県内からは転入超過の傾向が継続。 
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＜全国・三重県・名張市の合計特殊出生率の推移＞ 

※三重県伊賀保健所年報データより（各年 1 月 1 日～12 月 31） 

（★）合計特殊出生率 

一人の女性(１５～４９歳)が生涯 

に産む子どもの数を表した指標 

転入者数  

転出者数  

＜転入者数・転出者数の推移＞ 
（単位：人） 

1990 年(Ｈ2）転入超過が最大 

2001(H13)年以降 転出超過 
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＜転入･転出状況（直近５カ年）＞ 

 
 

 

 

＜県内他市町村別の転入･転出状況（直近５カ年）＞ 
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＜年齢階層別（日本人・外国人別転入者数・転出者数の推移（直近５カ年）＞ 

 

 

２．本市の産業別就業者等の推移 

（１）産業別就業人口及び構成比 

〇第１次産業は、１９９０(平成２)年から２０１０（平成２２）年まで 

の２０年間で半減。 

〇第２次産業は、総人口のピーク時の２０００(平成１２)年以降、第３ 

次産業は、２００５(平成１７)年から減少に転じ、市全体の就業人口 

も減少傾向。 

 国籍別 
転入 

出別 
計 

年齢階層（歳） 

0～14 15～29 30～39 40～49 50～64 65～ 

平成 29 年 

日
本
人 

転入 1,870 252 626 430 229 163 170 

転出 2,397 257 1,021 475 276 186 182 

差引 △527 △5 △395 △45 △47 △23 △12 

外
国
人 

転入 218 11 91 76 24 12 4 

転出 118 2 36 49 20 9 2 

差引 100 9 55 27 4 3 2 

平成 30 年 

日
本
人 

転入 1,999 252 654 438 253 223 179 

転出 2,313 252 938 491 252 186 194 

差引 △314 0 △284 △53 1 37 △15 

外
国
人 

転入 319 12 169 86 32 18 2 

転出 124 2 46 46 19 10 1 

差引 195 10 123 40 13 8 1 

令和元年 

日
本
人 

転入 1,919 232 657 418 252 184 176 

転出 2,292 219 981 448 257 198 189 

差引 △373 13 △324 △30 △5 △14 △13 

外
国
人 

転入 417 18 236 111 37 15 0 

転出 194 2 100 49 25 17 1 

差引 223 16 136 62 12 △2 △1 

令和２年 

日
本
人 

転入 1,831 232 601 394 226 208 170 

転出 2,259 233 969 436 248 195 178 

差引 △428 △1 △368 △42 △22 13 △8 

外
国
人 

転入 236 9 127 47 32 18 3 
転出 269 10 128 84 32 11 4 
差引 △33 △1 △1 △37 0 7 △1 

令和３年 

日
本
人 

転入 1,734 191 606 356 201 191 189 
転出 1,969 149 899 373 213 178 157 
差引 △235 42 △293 △17 △12 13 32 

外
国
人 

転入 233 10 113 68 30 10 2 
転出 255 15 116 77 33 11 3 
差引 △22 △5 △3 △9 △3 △1 △1 

（単位：人） 
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   〇全国及び三重県の構成比と比較すると、全国との比較では第２次産業 

の就業者割合が高く、三重県とはほぼ同様の構成。 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

                                  

部門 内訳 

第 1 次産業 農業・林業、漁業 

第 2 次産業 鉱業・採石業・砂利採取業、建設業、製造業 

第 3 次産業 

電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業・郵便業、卸売業・小売

業、金融業・保険業、不動産業・物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス

業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業、教育・学習支援

業、医療・福祉、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）、公

務（他に分類されるものを除く） 
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※国勢調査データより 

※国勢調査データより 

（単位：人） 
＜本市の産業別就業人口＞ 

＜本市の産業別就業者構成比（2020（令和 2）年）＞ 

＜産業区分＞ 

（単位：％） 

※国勢調査報告書等を参考に作成 
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（２）男女別産業人口と特化係数（★） 

   〇男性は、製造業の就業者数が特に多く、続いて、卸売業・小売業、建設 

業、運輸業・通信業の就業者数が多い傾向。女性は、医療・福祉、製造 

業、卸売業・小売業の就業者数が多い傾向。 

〇全国の産業の就業者比率に対する特化係数（本市のＸ産業の就業者 

比率／全国のＸ産業の就業者比率）は、男女とも製造業、生活関連サー 

ビス・娯楽業、電気・ガス・熱供給・水道業が高い傾向。 

 
 

 

（★）特化係数：地域のある産業が、全国と比べてどれだけ特化しているかを見る係数であり、 

特化係数が１であれば全国と同様、１以上であれば全国と比べてその産業が特化している 

と考えられる。 

 
 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

Ａ
農
業
、
林
業

う
ち
農
業

B
漁
業

C
鉱
業
、
採
石
業
、
砂
利
採
取
業

D
建
設
業

E
製
造
業

F
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

G
情
報
通
信
業

Ｈ
運
輸
業
、
通
信
業

Ｈ
卸
売
業
、
小
売
業

Ｊ
金
融
業
、
保
険
業

Ｋ
不
動
産
業
、
物
品
賃
貸
業

Ｌ
学
術
研
究
、
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

M
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

N
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
、
娯
楽
業

O
教
育
、
学
習
支
援
業

P
医
療
、
福
祉

Q
複
合
サ
ー
ビ
ス
業

R
サ
ー
ビ
ス
業(

他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の)

S
公
務
（
他
に
分
類
さ
れ
る
も
の
を
除
く
）

男性就業者  

女性就業者  
特化係数 (男性 ) 

特化係数 (女性 ) 

※国勢調査データより 

＜本市の男女別産業人口と特化係数（2020（令和 2）年）＞ 

（単位：人） 
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（３）年齢階級別産業人口の割合 

〇農業・林業における６０歳以上の就業者割合が７割超過。急速に就業者 
数が減少する可能性あり。 

   〇最も就業者の多い製造業や、女性の就業者が多い医療・福祉では、年齢 
構成のバランスがとれている。 

〇宿泊業・飲食サービス業では１５～２９歳の階級で、公務では５０～ 
５９歳の階級で、それぞれ他の階級に比べ就業者の割合が高い。 
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※国勢調査データより 

（単位：％） ＜本市の年齢階級別産業人口の割合（2020（令和 2）年）＞ 

★農業・林業の約 7 割が 60 歳以上 
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（４）通勤人口（流入・流出者数）の推移 

   〇２０００（平成１２）年頃までは、大阪府や奈良県など関西圏への 
通勤者が特に多い傾向。 

〇２００５（平成１７）年以降、通勤人口が流入・流出とも減少。 
関西圏をはじめ他府県への通勤者が減少し、伊賀市や津市など近隣 
市町村への通勤者が増加（職住近接型に移行）。 
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(Ｈ２)年 
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２０１０ 

(Ｈ２２)年 

２０１５ 

(Ｈ２７)年 

２０２０ 

(Ｒ２)年 

伊賀市 2,299 2,680 2,879 2,989 2,647 2,717 2,444 

津市 581 602 728 600 526 470 452 

県内他市町 485 536 435 367 362 315 291 

大阪府 409 473 404 309 246 255 198 

奈良県 1,346 1,497 1,554 1,542 1,437 1,487 1,399 

京都府 35 44 56 59 47 62 51 

その他府県 43 114 123 102 102 144 120 

   計 5,198 5,946 6,179 5,968 5,367 5,450 4,955 
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＜通勤人口（流入・流出者数）の推移＞ 

＜市外からの通勤流入人口＞ （単位：人） 

（単位：人） 

※国勢調査データより 
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国勢調査データより 
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１９９０ 

(Ｈ２)年 

１９９５ 

(Ｈ７)年 

２０００ 

(Ｈ１２)年 

２００５ 

(Ｈ１７)年 

２０１０ 

(Ｈ２２)年 

２０１５ 

(Ｈ２７)年 

２０２０ 

(Ｒ２)年 

伊賀市 2,297 4,104 5,392 6,799 7,250 7,413 7,560 

津市 275 366 459 540 571 578 563 

県内他市町 226 300 294 438 484 415 575 

大阪府 7,983 8,898 7,597 5,776 4,298 3,290 2,368 

奈良県 2,018 2,745 2,639 2,370 2,043 1,852 1,610 

京都府 108 159 162 181 130 126 118 

その他府県 369 416 491 452 390 470 357 

   計 13,276 16,988 17,034 16,556 15,166 14,144 13,151 

 
 

３．市民意識調査結果 

（１）調査の概要 

＜調査地域＞ 名張市全域 

＜調査対象＞ 市内在住の１８歳以上の方、２,８５０人 

＜抽出方法＞ 住民基本台帳に基づく無作為抽出 

＜調査期間＞ ２０２２（令和４）年２月１８日～３月１８日 

＜調査方法＞ 郵送による配布・回収、ＷＥＢによる回収 

＜回収結果＞ 有効回収数 １,２８６ 人（４５.１％） 

 

（２）主な調査結果 

①名張市の住みごこち 

〇８５.０％の人が「住みごこちがよい」と思っています。 

〇どの年代も８割以上の人が「住みごこちがよい」と回答しています。 

 

＜市外への通勤流出人口＞ 
（単位：人） 

国勢調査データより 
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②名張市での継続居住意向 

〇８３.８％の人が、「市内に住み続けたい」と思っています。 

〇１８～２９歳を除くすべての年代で、８割以上の人が「市内に住み続 

けたい」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27.9%

33.1%

25.0%

28.5%

23.6%

29.8%

24.4%

32.7%

57.1%

48.9%

62.1%

53.6%

60.1%

59.6%

61.2%

56.6%

12.0%

13.7%

8.6%

14.6%

14.6%

8.7%

10.7%

8.7%

3.0%

4.3%

4.3%

3.3%

1.7%

1.9%

3.7%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～74歳

75歳以上

（問1）名張市の住みごこち
名張市の住みごこちについてどう思われますか。(年齢別)

住みよい どちらかといえば住みよい どちらかといえば住みにくい 住みにくい

46.5%

17.4%

36.4%

38.7%

44.1%

40.0%

58.1%

74.0%

34.8%

36.2%

46.4%

38.2%

38.0%

47.6%

29.9%

18.4%

3.6%

3.4%

2.6%

8.9%

23.2%

5.7%

10.9%

10.6%

5.7%

5.8%

4.4%

6.5%

5.7%

6.7%

3.9%

2.9%

4.1%

13.0%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～74歳

75歳以上

（問2-1）名張市での継続居住意向
今後も名張市に住み続けたいですか。(年齢別)

ずっと住み続けたい 当分の間住み続けたい

名張市内の別の地区へ移りたい 市外の大都市、もしくは大都市周辺の都市へ移りたい

市外（大都市・大都市周辺以外）へ移りたい 市外に移る予定がある
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③名張市での継続居住理由 

〇名張市に住み続けたいと思っている人は、自然豊かな生活環境であ 

ったり、地域や人への愛着を理由にしています。 

〇その他意見では「持ち家」や「職場」が名張にあることを理由にあ 

げる人が多いです。 
 

 
 

④名張市外への移住理由 

〇名張市外へ移りたいと思っている人は、日常生活の不便さや医療環 

境への不安などを理由にしています。 

〇その他「就職・転職のため」、「実家へ帰る」との意見が多いです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.2%
0.8%
2.1%
2.6%
2.6%
3.5%
3.6%
4.0%

19.7%
20.3%

34.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

その他

スポーツ・レジャー・文化施設が充実している…

防犯・防災体制が充実しているから

働く場所が多いから（市外の通勤圏を含む）

地域コミュニティが充実し、住民の…

福祉施設やサービスが充実している…

子育てや教育環境が良いから

医療環境が良いから

通勤・通学や、買い物などの日常生活に便利だ…

地域や人に愛着があるから

自然が豊かで生活環境が良いから

（問2-2）名張市での継続居住理由
名張市に住み続けたい理由は何ですか。(複数回答)

11.7%

0.7%

0.7%

1.0%

2.6%

4.3%

5.0%

12.6%

16.2%

18.8%

26.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

その他

自然が少なく生活環境が良くないから

防犯・防災体制が不十分だから

地域コミュニティ活動や住民の交流が少ないから

子育てや教育環境に不安があるから

地域や人になじめないから

福祉施設やサービスが不十分だから

スポーツ・レジャー・文化施設が不十分だから

働く場所が少ないから（市外の通勤圏を含む）

医療環境に不安があるから

通勤・通学や、買い物などの日常生活に不便だから

（問2-3）名張市外への移住理由
名張市外へ移りたい理由は何ですか。(複数回答)
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⑤雇用創出 

〇６４.３％の人が「働く意欲のある人にいきいきと働ける場が確保さ 

れていない」と思っています。 

〇年齢別では、６５歳～７４歳の方が「働く意欲のある人にいきいき 

と働ける場が確保されていない」と回答した割合が一番高いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥子育て・子ども支援 

〇６８.７％の人が市内の子育て支援施策について満足しています。 

〇年齢別では、１８～２９歳の方々の７３.０％が「市内の子育て支 

援に満足している」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.9%

7.3%

1.4%

3.9%

2.9%

2.9%

4.5%

3.9%

31.8%

39.4%

39.7%

30.9%

32.8%

29.8%

25.1%

30.9%

48.8%

37.2%

41.2%

47.6%

52.2%

51.9%

54.7%

51.9%

15.5%

16.1%

17.7%

17.6%

12.1%

15.4%

15.7%

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～74歳

75歳以上

（問8-16）雇用創出
働く意欲のある人にいきいきと働ける場が確保されていると思う。

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない
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⑦健康づくり 

〇８１．７％の人が、「自分は健康である」と感じています。 

〇年齢別では１８～２９歳の方々の９割以上が「自分は健康である」 

と感じています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.9%

15.9%

12.6%

6.8%

3.2%

8.0%

5.0%

6.3%

60.8%

57.1%

60.7%

59.3%

65.8%

56.8%

57.5%

72.9%

26.1%

23.0%

20.8%

27.1%

24.7%

29.5%

33.1%

19.8%

5.3%

4.0%

5.9%

6.8%

6.3%

5.7%

4.4%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～74歳

75歳以上

（問10-3）子育て・子ども支援
保育施設や子育てサービス、相談窓口等の子育て支援施策について

十分満足している 一応満足している やや不満である 非常に不満である

38.7%

63.6%

49.6%

43.8%

34.3%

29.5%

29.6%

30.3%

43.0%

27.9%

38.3%

44.3%

50.0%

46.7%

46.3%

42.1%

12.7%

6.4%

7.8%

7.6%

12.9%

18.1%

18.3%

14.3%

5.7%

2.1%

4.3%

4.3%

2.8%

5.7%

5.8%

13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～74歳

75歳以上

健康づくり（問9-2）
現在、自分は健康である。

そのとおりの状況である
どちらかといえば、そのとおりの状況である
どちらかといえば、そのとおりの状況ではない
そのとおりの状況ではない
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⑧理想のまちの将来像 

〇多くの市民が、今後「福祉・介護の充実」「健康づくりの推進と地 

域医療の充実」「雇用の確保と労働環境の充実」に重点的に取り組 

むべきだと回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.8%

1.4%

1.5%

1.5%

1.5%

1.7%

2.2%

2.4%

3.3%

4.0%

4.1%

4.3%

5.1%

5.5%

7.3%

8.6%

8.8%

9.4%

10.0%

16.5%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0%14.0%16.0%18.0%

市民公益活動の促進

歴史・伝統・文化の振興や国際交流の推進

農林業の振興と農山村整備の推進

省資源・省エネルギーとごみの減量化の促進

近隣市町村との連携の推進

生涯学習とスポーツ活動の充実

人権意識の向上や男女共同参画社会の推進

ITを活用した情報化の推進

地域づくりやコミュニティビジネスの推進

計画的な土地利用と景観形成の推進

上下水道・住宅など生活環境の整備

自然環境の保全と環境美化の推進

学校教育の充実と青少年の健全育成の促進

商工業の振興と魅力ある観光地づくり

道路環境の整備と交通対策の充実

子育て支援の充実

防災・防犯・消防・救急体制の充実

雇用の確保と労働環境の充実

健康づくりの推進と地域医療の充実

福祉・介護の充実

（問14）理想のまちの将来像
今後、どの分野に重点的に取り組むべきだと思いますか。

（複数回答）
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（３）自由意見 

＜記載のあった人数＞ ５４５人（回収数 １,２８６人） 

＜自由意見欄記載率＞ ４２.４％ 

＜ 自 由 意 見 件 数 ＞ 延べ７７７件 

 

自由意見施策別件数（上位１０）  

 

 

施策 件数等 主な意見 

１．｢新・理想郷 

プラン｣の推進 

103 件 

(13.3%) 

〇若い人が住み続けたいと思う魅力ある町づくりを行ってほしい。 

〇住民を増やす・人を呼び込む政策について検討してほしい。 

〇少子高齢化対策に取り組んでほしい。 

２．交通計画 
80 件 

(10.3%) 

〇車の運転が出来なくなった時、買い物や病院への移動をどうす 

るか不安に思う。 

〇コミュニティバスの運行を増やしてしてほしい。 

〇ナッキー号が通るルートを増やしてほしい。 

３．地域医療 
76 件 

(9.8%) 

〇救急の輪番制について、不安に思う。 

〇産婦人科が少ない。 

〇高度な医療が受けられるよう、医療体制を充実してほしい。 

４．商工経済 
61 件 

(7.9%) 

〇同じようなお店ばかりでなく、映画館や大型ショッピングモール 

を作って欲しい。 

〇桔梗が丘駅前の土地を活用し、駅前を活性化させてほしい。 

５．道路整備 
53 件 

(6.8%) 

〇歩道が無く、危険に感じる場所があるので整備してほしい。 

〇道路のでこぼこ等を直してほしい所が多い。 

６．学校教育 
37 件 

(4.8%) 

〇中学校給食を実現させてほしい。 

〇小・中学校のトイレを改修してほしい。 

７．子育て・ 

子ども支援 

36 件 

(4.6%) 

〇気軽に相談できる機会やつながりやすさ・支援体制の強化をし 

てほしい。 

〇妊娠・出産時の手当や子育て世帯に対する手当を拡充させて 

ほしい。 

８．持続可能な 

財政運営 

33 件 

(4.3%) 

〇都市振興税の上乗せを廃止してほしい。 

〇名張の財政難が心配。 

９．高齢者福祉 
25 件 

(3.2%) 

〇高齢になり施設入所を希望した時、入れる施設が見つかるか 

不安に思う。 

〇高齢者が安心して暮らせるような取組みを考えてほしい。 

10．成熟社会

に対応する行

政運営 

25 件 

(3.2%) 

〇職員の対応について不快に感じることがあるため、意識改革や 

知識の深化を図ってほしい。 

〇職員数の検討や、行政の効率化を図るべき。 


